
６．依存症対策の推進について 

 

我が国における薬物・アルコール依存症対策の取組として、「第三次薬物乱用

防止五か年戦略」（平成２０年８月２２日薬物乱用対策推進本部決定）において

は、薬物依存・中毒者の治療・社会復帰の支援及びその家族への支援の充実強化

による再乱用防止の推進が目標の一つとして掲げられ、「常習飲酒運転者対策の

推進について」（平成１９年１２月２６日常習飲酒運転者対策推進会議決定）に

おいては、アルコール依存症の根本的な治療は断酒しかなく、再発する割合も高

いことから、専門相談機関の支援とともに周囲の理解や協力が重要と示されてい

る。また、薬物乱用対策推進会議では、深刻な薬物情勢を踏まえ、「第三次薬物

乱用防止五か年戦略」の加速化を図るため、「薬物乱用防止戦略加速化プラン」

（平成２２年７月２３日薬物乱用対策推進会議決定）を策定したところである。

さらに、「自殺総合対策大綱」（平成１９年６月８日閣議決定。平成２０年１０

月３１日一部改正）においても、うつ病以外の危険因子である薬物依存症、アル

コール依存症について、調査研究を推進するとともに、継続的に治療・援助を行

うための体制の整備、自助活動に対する支援等によるハイリスク者対策の推進が

当面の重点施策とされている。 

このことを踏まえ、平成２１年度から、薬物・アルコール依存症対策の充実を

図るため、都道府県等からモデル地域を選定し、各モデル地域において依存症対

策推進計画を策定のうえ、地域の実情に応じ、自助団体及び家族会の支援、治療

共同体の開設などの事業を実施することにより、効果的な薬物・アルコール依存

症対策を検証する「地域依存症対策推進モデル事業」を開始している。平成２２

年度には依存症対策推進計画に基づき、事業の実施を進めているところであるが、

平成２３年度はモデル事業の最終年度であり、事業の評価・分析等に必要な経費

を計上したところであるので、事業を実施する都道府県等においては、３カ年の

モデル事業の成果等についてとりまとめ等をお願いしたい。 

また、平成２３年度においても、「依存症回復施設職員研修事業」を実施する

こととし、平成２３年度予算案において所要経費を計上したところである。依存

症回復施設における職員の多くは依存症当事者であり、依存症者の支援に有用な

精神保健医療福祉等に関する知識が十分でないことが多く、その知識を得るため

の機会も乏しいため、依存症回復施設職員の資質及び対応力向上を目的として本

事業を実施するものである。各都道府県等におかれては、研修の開催に際しての

施設・団体への周知等について、ご協力をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 

 



【事業概要】
地域におけるアルコール・薬物依存症対策を推進するため、都道府県等においてモデルを選定し、３か年で実施する。

① 都道府県等においては、当事者同士のグループ代表者やその家族、有識者、医療や福祉関係機関などによる「依存症対
策会議」を開催する。

② 依存症対策会議においては、地域における実情や課題などを整理・検討し、当事者同士のグループの支援を中心とし
た依存症対策を推進するための「依存症対策推進計画」を策定する。（２１年度）

③ 本計画に基づく事業（例：講習会、治療共同体等）を実施し、地域における依存症対策を推進する。（２２年度～）
なお、事業実施後、依存症対策会議において事業の評価・分析を行う。（２３年度）

地域依存症対策推進モデル事業 事業概要

依存症対策会議
（監督・評価機関）

有識者

医療機関 福祉関係機関

自助団体

都道府県・指定都市・中核市

補助

（補助率：定額）

依存症対策推進計画策定

事業の評価・分析

依存症対策事業の実施
（例）
・依存症患者への教育支援、職業訓練
（就労困難からデイケア・施設中心の生活になりがちな依存症
当事者に資格取得等を含めた教育・職業訓練を実施する）

・依存症患者の家族への支援の強化
（依存症者の家族等より「相談先がわからない」「相談してもそ
の場の対処しか教えてくれない」という声があることから、相談
機関の機能強化・普及啓発等により支援体制を強化する）

・リハビリ施設の運営に対する支援
（リハビリ施設では職員の多くが当事者であり有資格者も少なく
人的資源が不足していることから事務職員・専門職員等を派
遣設置する）

等

国

２１年度

２２～２３年度

２３年度

治療共同体の試行的実施
完成形（予定）

（依存症当事者のスタッフに加え医療・教育・福祉等の専門
家が一つのチームとして依存症回復支援に携わり、就労
を含めた社会復帰までの回復をめざすリハビリ施設）

家族

平成２３年度予算案 ６５百万円



 依存症回復施設職員の多くは依存症当事者であり、依存症に関する医学的知
識や利用可能な社会資源に関する知識を得る機会が少ない。

 依存症回復施設においても、職員の人材養成が重要と認識している一方、財政
上、あるいは人員上の事情から研修を行えていない。

 依存症回復施設の質を担保し、依存症への対応力を一層強化するため、依存
症回復施設職員に対する研修を行い、職員の資質向上を図る必要がある。

依存症回復施設等
（DARC, MAC等）

施設職員

研修会

 依存症回復施設職員の人材養成・資質向上
 依存症回復施設の依存症への対応力向上

依存症回復施設職員研修事業

【研修内容】
• 「依存症」に関する基礎的な知識
• アルコール、薬物の身体への影響
• 依存症者が利用可能な社会支援
• 基礎的なカウンセリング技法 等

依存症者の回復支援の推進
※ 第三次薬物乱用防止5カ年戦略（平成20年8月22日）

目標２ 薬物依存・中毒者の治療・社会復帰の支援及びその家族への支援の充実強化による再乱用防止の推進

平成２３年度予算案 ５百万円




